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平成２１年１０月２８日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官

平成１９年（ワ）第３２６号 損害賠償請求事件

口頭弁論終結日 平成２１年７月１日

主 文

１ 被告は，原告に対し，１３２万円及びこれに対する平成１９年４月１日から

支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

２ 原告のその余の請求を棄却する。

３ 訴訟費用は，これを５分し，その４を原告の負担とし，その余を被告の負担

とする。

４ この判決は，第１項に限り，仮に執行することができる。

事 実 及 び 理 由

第１ 当事者の求めた裁判

１ 原告

(1) 被告は，原告に対し，５９８万９６２５円及びこれに対する平成１９年

４月１日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

(2) 訴訟費用は被告の負担とする。

２ 被告

(1) 原告の請求を棄却する。

(2) 訴訟費用は原告の負担とする。

第２ 事案の概要

本件は，被告の市長（以下単に「市長」という ）が平成１３年度から平成。

１８年度まで競争入札参加資格者名簿登録業者である原告を指名しなかったこ

とは違法であるとして，原告が被告に対し，国家賠償法１条１項に基づき，損

害賠償を求めた事案である。

１ 前提となる事実（証拠等の記載がない事実は当事者間に争いがない ）。
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(1) 原告は，建築一式工事の請負を業とする株式会社である。

被告は，公共工事につき一般競争入札，公募型指名競争入札及び工事希望

型指名競争入札（以下「一般競争入札等」という ）を実施している地方公。

共団体である。

市長は，被告の公務員である。

(2) 市長は，平成１３年度に入札参加資格者名簿（以下「資格者名簿」とい

う ）に原告を登録し，その後平成１８年度までの間，継続して登録してき。

た。しかし，市長は，平成１３年度から平成１８年度までの６年間，平成１

７年度の公募型指名競争入札１件を除く指名競争入札で，一度も原告を指名

しなかった（以下「本件指名回避」という 。。）

(3) 被告における入札参加者選定要綱（甲２，以下「選定要綱」という ）。

には，指名基準について次の定めがある。

ア 第５条

市長は，審査に合格した者を資格者名簿に登録するものとする。

資格者名簿の有効期間は，建設工事の請負，測量・建設コンサルタント

等にあっては２年とし，物件の製造及び買入れその他にあっては３年とす

る。ただし，有効期間の途中で登録された者は，当該資格者名簿の有効期

間の満了をもって終了する。

イ 第７条

建設工事の請負に係る指名競争入札に参加する者及び随意契約の見積に

参加する者を指名しようとするときは，第５条第１項の規定により資格者

名簿に登録された者の中から，次に掲げる事項に留意し，当該年度におけ

る指名及び受注の状況を勘案し，特定の者に偏ることのないよう均衡ある

。 ， ，指名をするものとする ただし 第２条ただし書の規定に該当するときは

この限りでない。

① 不誠実な行為の有無
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② 経営状況

③ 工事成績等

④ 当該工事に対する地理的条件

⑤ 手持ち工事の状況

⑥ 当該工事施工についての技術的特性

⑦ 安全管理の状況

⑧ 労働福祉の状況

（以下略）

(4) 上記指名基準の運用につき，岐阜市競争入札参加者選定要綱の運用基準

（甲１，以下「運用基準」という ）が，平成１３年６月１日に定められ，。

同基準には次の定めがある。

ア 第２条（不適格基準）

市長は，入札参加者が次の各号のいずれかに該当するときは，指名をし

ないものとする。

① 不誠実な行為の有無（同条(1)項）

（ ）ア 岐阜市競争入札参加資格停止措置要領 昭和６２年３月２７日決裁

に基づく資格停止期間中であるとき。

イ 市発注工事に係る請負契約に関し，次に掲げる事項に該当し，当該

状態が継続していることから請負者として不適当であると認められる

とき。

(ア) 工事請負契約書に基づく工事関係者に対する措置請求に請負者

が従わないこと等，請負契約の履行が不誠実であること。

(イ) 一括下請，下請代金の支払遅延，特定資材等の購入強制等請負

者の下請契約関係が不適切であることが明確であること。

（次号以下略）

② 工事成績（同条(3)項）
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岐阜市建設工事成績評定要領（平成１６年４月１日決裁）の規定によ

る工事成績評定結果通知書（以下「通知書」という ）の評定点の前年。

度（前年度の建設工事に係る通知書が相手方に到達していないものがあ

るときにあっては，前々年度）の平均点が６０点未満であるとき。

イ 第３条（優先及び勘案基準）

業者の指名にあたっては，次に掲げる事項に留意しなければならない。

① 当該工事に対する地理的条件（同条(2)項）

， ，本店 支店又は営業所の所在地及び当該地域での工事実績等から見て

当該地域における工事の施工特性に精通し，工種，工事規模等に応じて

当該工事を確実かつ円滑に実施できる体制が確保できるかどうかを勘案

すること。

② 手持ち工事の状況（同条(3)項）

工事の手持ち状況から見て，当該工事を施工する能力があるかどうか

を総合的に勘案すること。

(5) 被告は，平成１７年４月１日の公共工事の品質確保の促進に関する法律

（以下「品確法」という ）の施行を受け，平成１８年３月３１日に岐阜市。

一般競争入札等実施要綱（平成１１年３月３０日制定）を改正した。一般競

争入札等の参加資格については，工事成績を条件として加えることとし，入

札日の年度の前年度及び前々年度の被告発注の同種工事に係る通知書の評定

点の平均点が６５点以上の者（当該各年度に被告発注工事の受注実績がない

場合については，当該年度の評定点は６５点とみなす ）を入札参加資格者。

とした。

(6) 市長は，平成１５年４月１０日，Ｓコミュニティセンター及びＴ消防署

Ｕ出張所建築主体工事（以下「コミセン工事」という ）の一般競争入札を。

公告し，同年５月１９日，同入札を実施した。原告と株式会社Ａとの特定建

設工事共同企業体（出資比率３：２。以下「原告・ＡＪＶ」という ）は，。
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３億５７００万円でこれを落札し，同年７月２日，被告との間で請負契約を

締結した。同工事の工期は，平成１５年７月３日から平成１６年９月３０日

とされ，同期間施工された。

(7) 市長は，平成１７年４月１１日，Ｂ小学校校舎増築主体工事（以下「Ｂ

小工事」という ）の公募型指名競争入札を公告した。原告とＣ建築株式会。

社との特定建設工事共同企業体（出資比率７：３。以下「原告・ＣＪＶ」と

いう ）がこれに応募し，指名を受けた。被告は，同年５月２３日，同入札。

を実施した。原告・ＣＪＶは１億９１６０万４０００円で落札し，同年６月

２２日，被告との間で請負契約を締結した。

(8) 建設業法２６条３項は 「公共性のある工作物に関する重要な工事で政，

令で定めるものについては，工事現場ごとに，専任の主任技術者又は監理技

術者を置かなければならない 」と定め，Ｂ小工事の工事契約約款第１０条。

２項は 「現場代理人はこの契約の履行に関し，工事現場に常駐し，その運，

営及び取締りを行う 」と定めている（乙３２ 。。 ）

(9) 被告工事検査室長は，平成１８年３月３１日，被告建設工事成績評定要

領に基づき，Ｂ小工事の工事成績を５４点と評定し，同日，原告に対して，

工事成績評定結果通知書（以下「通知書」という ）により当該評定点を通。

知した（甲１０ 。）

(10) 原告は，平成１９年１２月２６日，市長から，Ｖコミュニティセンター

外装改修工事の指名競争入札における指名を受けたが，これを辞退した。

(11) 原告は，平成２０年５月３０日，市長から，Ｄ小学校耐震補強工事の指

名競争入札における指名を受け，同工事を落札した（甲１２１，弁論の全趣

旨 。）

２ 争点及び争点についての当事者の主張

別紙１争点整理表記載のとおり

第３ 当裁判所の判断
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１ 争点１（指名競争入札における指名回避が国家賠償法上違法となり得るか）

について

地方自治法２３４条１項は「売買，貸借，請負その他の契約は，一般競争入

， ， 。」札 指名競争入札 随意契約又はせり売りの方法により締結するものとする

とし，同条２項は「前項の指名競争入札，随意契約又はせり売りは，政令で定

める場合に該当するときに限り，これによることができる 」としており，例。

えば，指名競争入札については，契約の性質又は目的が一般競争入札に適しな

い場合などに限り，これによることができるものとされている（地方自治法施

行令１６７条 。このような地方自治法等の定めは，普通地方公共団体の締結）

する契約については，その経費が住民の税金で賄われること等に鑑み，機会均

等の理念に最も適合して公正であり，かつ，価格の有利性を確保し得るという

観点から，一般競争入札の方法によるべきことを原則としそれ以外の方法を例

外的なものとして位置付けているものと解することができる。また，公共工事

の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（以下「適正化法」という ）３。

条は，公共工事の入札等について，入札の過程の透明性が確保されること，入

札に参加しようとする者の間の公正な競争が促進されること等によりその適正

化が図られなければならないとし，地方自治法２３４条６項，同法施行令１６

７条の１１第２項，３項，１６７条の５は，指名競争入札の参加者の資格につ

いては，地方公共団体の長において，あらかじめ，指名競争入札に参加する者

につき，契約の種類及び金額に応じ，工事，製造又は販売等の実績，従業員の

数，資本の額その他経営の規模及び状況を要件とする資格を定めて，公示しな

ければならないとし，適正化法８条１号，同法施行令７条１項２号，３号は，

指名競争入札の参加者の資格についての公表や参加者を指名する場合の基準を

定めたときの基準の公表を義務付けている。

以上のとおり，地方自治法等の法令が，普通地方公共団体が締結する公共工

事等の契約に関する入札につき，機会均等，公正性，透明性，経済性（価格の



- 7 -

有利性）を確保することを図ろうとしていることからすると，地方公共団体の

長がし意的な指名又は指名停止，指名回避をすることは許されず，し意的な指

名又は指名停止，指名回避をしたときは，裁量権の逸脱，濫用として国家賠償

法上違法となるものと解される （最高裁平成１８年１０月２６日第一小法廷。

判決参照）

２ 争点２（本件指名回避の違法性）について

(1) 前提となる事実に，後掲各証拠及び弁論の全趣旨を総合すると，次の事

実が認められる。

ア 原告は，平成１０年ころから 「談合しない」というキャッチフレーズ，

を掲げて新聞広告をするようになり，平成１４年ころからは，自社が談合

に反対していること，被告の公共工事の実施方法には問題点があり，原告

がこれに対して提言をしていること等を新聞や書籍等で頻繁に宣伝を行

い，原告の公共工事に対する姿勢や意見は，新聞，雑誌やテレビ等のメデ

ィアによって取り上げられるようになった （甲１２ないし１７，２５な。

いし３３，３８の２・３・５・７～１８，４０，４４の１・２，４８の１

・４～１２，４９の１１・１３）

イ 平成１３年度ないし平成１７年度において，被告が建築工事として分類

， （ ， ，し 実施した指名競争入札 但し 被告が建築工事に分類した工事のうち

下水道切換工事等，建築一式工事を請け負う総合建設会社が通常扱わない

工事についての入札及び公募型指名競争入札を除く ）は，平成１３年度。

は５７件，平成１４年度は７１件，平成１５年度は６７件，平成１６年度

は５２件，平成１７年度は７２件であり，合計３１９件あり，岐阜市内に

本社がある建築工事業者のうち，当該期間において被告から一度も指名を

受けていないのは，原告を含め３３社であった （甲３の１・２，原告代。

表者，弁論の全趣旨）

ウ コミセン工事の経過
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（ ， ， ， ）(ア) 安全祈願祭について 甲６１ ６４の１～７ ９２ 弁論の全趣旨

ａ コミセン工事における原告・ＡＪＶの現場代理人Ｗは，平成１５年

６月１０日，コミセン工事の第２回内部打合せ会議に出席し，被告公

共建築室のＺから安全祈願祭の実施の有無について尋ねられて 「有，

りの方向で考えている 」と回答した。。

その後，原告・ＡＪＶや被告公共建築室の関係者らが平成１５年７

月２８日にかけて安全祈願祭の実施の細目を決定した。

， ， ，しかし 安全祈願祭の実施は 工事契約書に何ら規定されておらず

打合せ会議等でもその費用負担をどうするかにつき議題に上らなかっ

た。

ｂ 原告は，平成１５年１１月２０日，被告公共建築室の職員に対し，

「被告に安全祈願祭の費用を請求する 」旨の協議書を提出したとこ。

ろ，被告公共建築室の職員は，同年１２月１日，原告に対し 「被告，

は業者が自主的に主催するものについて費用負担できない 」旨の回。

答をした。

ｃ 原告は，平成１５年１２月８日，上記回答を不服として，被告公共

建築室の職員に対して，再協議書を提出した。被告公共建築室の職員

は，同月１７日，原告に対し 「政教分離の原則から費用負担できな，

い 」旨を回答した。。

(イ) スラブ型枠のフラットデッキ使用について（甲５７，５９，６１，

１１５，１１６）

ａ 原告現場代理人Ｅ（以下「Ｅ」という ）は，平成１５年１０月１。

６日，被告監督職員Ｆ（以下「被告監督職員Ｆ」という ）に対し，。

コミセン工事のスラブ型枠の施工についてフラットデッキを使用した

いとの協議書及びその検討資料として「仮設用フラット床板ハイデッ

キ設計・施工マニュアル （甲１１５）及び「 仮称）Sコミュニティ」 （
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センター及びＴ消防署Ｕ出張所建築主体工事型枠支保工計算書Ｓ１ス

ラブ部分 （甲１１６）を提出した。」

被告監督職員Ｆは，平成１５年１１月１１日，Ｅに対し，口頭で，

「一般階はよいが，屋上階と水回りにフラットデッキを使用する場合

は，水漏れ，雨漏り箇所の特定が困難であること等の不安があるため

。 。」使用は承諾できない 不安を払拭するに足りる資料を提出されたい

旨を伝えた。Ｅは，被告監督職員Ｆに対し，口頭で技術的な説明を行

ったが，これを裏付ける具体的な資料の提出は行わなかった。

ｂ 原告代表者は，平成１５年１２月１日，市長に対し，協議書及び質

疑に対する回答が遅い旨の通知書（甲５８）を提出した。

被告監督職員Ｆは，平成１５年１２月２日，Ｅに対し 「屋上階と，

一般階のうち天井コンクリート打ち放し仕上げ及び２階便所を除き，

フラットデッキの使用を認める 」旨の回答をした。。

ｃ Ｅは，平成１５年１２月８日，被告監督職員Ｆに対し，上記一部使

用制限はコミセン工事の契約約款第１条３項に「仮設，施工方法その

他工事目的物を完成させるために必要な一切の手段（以下「施工方法

等」という ）については，この約款及び設計図書に特別の定めがあ。

る場合を除き，乙（請負者）がその責任において定める 」とあるの。

に違反しているとして再協議書を提出した。

被告監督職員Ｆは，平成１５年１２月８日 「屋上階は将来スラブ，

のヒビ割れ，雨漏れに起因する不足の事態も考慮し，使用の取止めを

お願いした。契約違反ではなく，特記仕様書に基づく監督職員との協

議による承諾事項であるため，原告の要求は認めない 」との回答を。

した。

ｄ 原告代表者は，平成１５年１２月１６日，被告監督職員Ｆの回答を

不服として，市長に対し，工事請負契約第１２条４項に基づく措置請
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求を行った。

市長は，平成１５年１２月２６日，原告の要求を認めないとの回答

をした。

ｅ 原告代表者は，平成１６年２月９日，市長に対し 「フラットデッ，

キ使用の一部不承諾は契約違反である。この問題について仲裁申請を

する 」旨の通知書を提出した。。

ｆ 原告代表者は，平成１６年５月２５日，中央紛争審査会に，被告に

対するフラットデッキ使用不承諾を理由とする損害賠償を申請した。

中央紛争審査会は，平成１７年２月８日，棄却の裁定をした。

(ウ) 地下ピット防水モルタル塗について（甲６３）

ａ Ｅは，平成１５年１０月１７日，被告監督職員Ｆに対し，防水モル

タル塗を不要とする旨の協議書を提出した。被告監督職員Ｆは，同年

１２月９日，Ｅに対して，設計図どおり防水モルタル塗を施工をする

よう指示した。

ｂ 原告は，平成１６年５月１７日，自社ホームページにおいて，被告

監督職員Ｆの上記指示に対する批判を掲載した。

(エ) 山留工事について（甲５８，６０の１・６０の２，乙３８，４０の

１～６，原告代表者）

Ｅは，平成１５年９月８日，被告監督職員Ｆに対し，設計図で軽量鋼

矢板バイブロ工法とされていたコミセン工事の山留工事につき，現地試

掘の結果，打設が困難であると判明したとして，山留を中止し，オープ

ンカットで掘削するよう協議書を提出した。被告監督職員Ｆは，Ｅに対

し，設計図どおり軽量鋼矢板バイブロ工法で施工をするよう回答した。

Ｅは，平成１５年１０月１７日，被告監督職員Ｆに対し，基礎部のみ

。 ， ，を簡易土留にするよう協議書を提出した 被告監督職員Ｆは Ｅに対し

Ｈ鋼横矢板工法への変更を示唆し，簡易土留の施工は擁壁の倒壊の危険



- 11 -

性があり承諾できない旨回答した。

Ｅは，平成１５年１１月１２日にも，基礎部のみを簡易土留にするよ

う協議書を提出した。被告監督職員Ｆは，Ｅに対し，安全上の問題から

承諾できない旨回答した。Ｅは，安全面で支障はないと判断し，被告監

督職員Ｆの承諾のないまま簡易土留で施工した。被告監督職員Ｆは，工

期等を考慮し，工事をやり直させてまでＨ鋼横矢板工法にするよう指示

するまではしなかった。

別の業者は，同一建築敷地内で浄化槽設置のためＨ鋼横矢板工法で掘

削しており，原告においてもＨ鋼横矢板工法を採用することは十分に可

能であった。

オ 入札応募条件の申し合わせ（甲４，３８の１０，７６の１・２，７７，

乙３０，３１）

(ア) 市長は，平成１６年４月９日に公告した２件の公募型指名競争入札

において，入札応募条件として 「申込書提出期限時において，岐阜市，

発注の請負金額４５００万円以上の建築工事を受注し施工する者（共同

企業体の構成員を含む ）でないこと 」という条件を定めた。。 。

(イ) 原告代表者は，市長に対し，市長への手紙第１６号において 「上，

記入札応募条件が原告の指名を排除するためのものであり，再考すべき

である 」旨述べたところ，市長は 「当該入札応募条件は，特定の会。 ，

社の排除を意図したものでなく，選定要綱の指名基準に準拠し，受注機

会の均衡を図ったものである 」との回答をした。。

(ウ) 被告建設工事請負業者選定委員会は，平成１６年５月にＧ小学校耐

震補強建築主体工事及びＨ小学校耐震補強建築主体工事について，同年

８月１２日に（仮称）Ｘ消防署Ｙ分署建築主体工事について，同月３１

日にＩ小学校プール建築主体工事の指名競争入札について，それぞれ，

入札時４５００万円以上の工事を施工中又は平成１６年度に落札済の業
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者（公募型指名競争入札を含む ）を除いて指名業者の選定をすると申。

し合わせした。

(エ) 原告代表者は，平成１６年９月６日，市長に対し，①指名回数に著

しい差が生じている理由，②平成１３年度から平成１５年度の３年間に

おいて，被告から３１回以上の指名を受けている８社についての指名理

由及び③同期間において被告から指名を全く受けていない原告を含む４

。 ， ，業者についての不指名理由を質問した 市長は 平成１６年９月２２日

これに対し 「①については，選定要綱７条の指名基準に基づき指名を，

しており，主に「当該工事に対する地理的条件」が原因で指名回数に差

が出ていること，②については，原告が指摘する８社各社の指名理由，

③については，原告の不指名理由につき，公共建築工事により作られる

建築物は極めて公共性が高く重要であるため，その品質確保等，また限

られた期間内での完成が必要であることから，工事の実績（とりわけ公

共工事の実績）等が重視されている 」旨回答した。。

カ Ｂ小工事の経過（甲５０，５１，５３の１～４，乙１２ないし２１，４

１の７～３４）

(ア) 原告代表者は，市長に対し，ＥをＢ小工事に関する原告の主任技術

者として通知し，平成１７年６月２２日，同人を現場代理人として着工

。 ， ， ，届を提出した しかし Ｅは 平成１７年７月４日の第１回工程会議は

別の現場を離れられないとの理由で欠席し，同月１１日の第２回工程会

議も欠席した（乙１１，１２ 。被告総括監督職員Ｊ（以下「被告総括）

監督職員Ｊ」という ）は，原告代理人Ｃ及びＫに対し，現場代理人が。

現場に常駐するよう指導した（乙１２ 。）

(イ) Ｅは，平成１７年７月１４日の第３回工程会議及び同月２０日の第

。 ， ，４回工程会議も欠席した 被告総括監督職員Ｊは 原告代理人Ｋに対し

再度Ｅの出席を求めた。



- 13 -

市長は，平成１７年７月２１日，原告に対し，工事請負契約約款第１

２条１項に基づき，Ｅが現場に常駐し，職務の執行にあたるよう，書面

で改善措置請求を行った（乙１５ 。）

Ｅは，平成１７年８月１日に現場に着任した

(ウ) 丁張り工事は平成１７年７月１５日に開始された。

(エ) 工程会議はおおむね週に１度実施され，被告公共建築室室長Ｌ（以

下「被告公共建築室室長Ｌ」という ，被告総括監督職員Ｊ，被告総。）

括監督職員Ｍ，被告一般監督職員Ｎ及び被告一般監督職員Ｏ（以下「被

」 。） 。告一般監督職員Ｏ という のいずれか又は全員が同会議に出席した

同会議に出席した被告職員は，平成１７年７月２７日の第５回工程会

議から翌年２月２２日の第３４回工程会議に至るまで，ほぼ毎回，原告

の工程の遅れを指摘した。

被告公共建築室室長Ｌは，平成１７年１１月２９日に，原告に対し，

１階部分のコンクリート打設が当初工程では校舎が同年１０月１５日，

渡り廊下が同月２１日となっていたのに１６日遅れて同年１１月９日に

なったことについて遅延対策等を検討するよう書面で指導を行った（乙

１９ 。）

(オ) Ｅは，平成１７年１１月２４日，第２２回工程会議において 「１，

２月２６日には３階コンクリート打設を実行する。雨や雪も予定内であ

って予備日を考えてある 」と言った。。

岐阜県の降雪量は，昭和５１年から平成１８年における各１２月の積

雪量の平均値は深さ８．２センチであるところ，平成１７年１２月１２

日から２６日にかけて，岐阜県において，積雪の深度合計７９センチ分

の降雪があり，Ｂ小工事の工事現場においても，同月１４日及び同月２

１日に積雪を伴う降雪があった。

， ， ，(カ) 原告は 平成１７年１２月２８日 ３階コンクリートの打設を行い
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その後，被告監督職員の承諾を得ずに最小存置期間に満たない１０日間

で支柱を取り外した。

被告公共建築室室長Ｌは，平成１８年１月１２日，原告に対し，適正

な現場管理，品質管理が行われていないとして，今後このような事態が

発生しないように厳重に注意し，被告監督職員と十分に協議し，指示を

受けて施工するよう書面で指示をした（乙２１ 。）

， ， ，(キ) 被告公共建築室室長Ｌ 被告総括監督職員Ｊ 被告総括監督職員Ｍ

被告一般監督職員Ｎ及び被告一般監督職員Ｏは，平成１８年２月１日の

第３１回工程会議において，Ｅに対し 「原告が同年１月１８日に提出，

。 。」 。した月間工程から大幅に遅れている 工程を守るように と指導した

Ｅは，被告公共建築室室長Ｌらに対し，平成１８年３月１５日の工事完

成には間に合わせると約束した（乙２４ 。）

(ク) Ｂ小工事の工期は，平成１７年６月２２日から平成１８年３月１５

日とされていたが，完成予定日時点では外構工事が完成しておらず，原

告・ＣＪＶは，工期より６日遅れの平成１８年３月２１日に同工事を完

成させた。

キ Ｂ小工事の出来栄え（乙６，８，４９，５０）

Ｂ小工事の工事の出来栄えは，別紙２の各出来ばえ欄における被告の主

張欄に記載のとおりである。

ク 被告一般監督職員のＢ小工事の評価（乙１，３５）

被告一般監督職員のＢ小工事の評価は，別紙２の一般監督職員欄の被告

の主張欄に記載のとおりである。

ケ 被告総括監督職員のＢ小工事の評価（乙２，３６，証人Ｊ）

被告総括監督職員のＢ小工事の評価は，別紙２の総括監督職員欄の被告

の主張欄に記載のとおりである。

コ 被告検査員Ｐ（以下「被告検査員Ｐ」という ）のＢ小工事の評価（乙。
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３，３７，証人Ｐ）

被告検査員ＰのＢ小工事の評価は，別紙２の検査員欄の被告の主張欄に

記載のとおりである。

サ Ｂ小工事の工事成績の評定方法（甲６９，７０の２，７４，乙１ないし

３，３５ないし３７，証人Ｊ）

(ア) 被告発注の公共工事成績の評定方法

ａ ランク分け

被告の工事成績評定は，各考査項目について細別を設け，それぞ

れの細別に，該当対象項目を設けて，評定を受ける工事がその評価

対象項目にどれだけ該当するかという割合（評価該当項目数÷評価

対象項目数×１００）を算出し，判定基準に従い，ａ～ｅに振り分

ける。

ｂ 評点の計算

基本はｃ評価が採点上，普通の評価（加点も減点も無し）であり，

ａ及びｂは加点評価，ｄ及びｅは減点評価となっており，別紙５（掲

載略）の細目別評定点加点減点表にあるように，各項目について，加

点，減点がなされ，一般監督職員は４０％，総括監督職員は２０％，

検査員は４０％というように，それぞれの評点者に持ち点の割合があ

る。

(イ) Ｂ小工事の評定点の計算について

Ｂ小工事の工事成績の評定において，次のとおりの理由でそれぞれ加

点又は減点がなされた （下記以外の細目については，すべてｃ評価が。

なされている ）。

１．Ⅱ「配置技術者」

一般監督職員評価 ｄ （－５．０×０．４＝－２．０）

理由： 現場代理人の現場着任が着工に間に合わず，工事全体が把
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握できる状態ではなく，各種書類，資料について，施工者側

としての整理がされておらず，また指摘事項についての訂正

が遅れることがあった。各作業の完了確認が不十分なため，

監督職員からの手直し事項が多かった。

２．Ⅱ「工程管理」

一般監督職員評価 ｅ （－１０．０×０．４＝－４．０）

理由： 工程会議で示された工程が大幅に遅れることが多く，最終

的に工期内に完成できなかった。左官工事などは夜間作業が

多かった。

請負者の責めにより工期内に工事を完成させなかった。

総括監督職員評価 ｄ （－７．５×０．２＝－１．５）

理由： 工事遅滞のないよう通知し，指導にもかかわらず工期内に

完成できなかった。また，下請け業者の作業内容の指示，完

了確認等が適正に行われていない。

２．Ⅲ「安全対策」

総括監督職員評価 ｄ （－７．５×０．２＝－１．５）

理由： 現場監督は，安全帯をすることも無く，日常の安全管理の

みで積極的な安全管理が見られない。

２．Ⅳ「対外関係」

一般監督職員評価 ｂ （＋１．０×０．４＝＋０．４）

理由： 対外関係がほぼ適切であった。

３．Ⅲ「出来ばえ」

検査員評価 ｄ （－５．０×０．４＝－２．０）

以上より，基本点６５点から１０．６点が減点されて５４．４点とな

り，四捨五入をして５４点となった｡

シ 被告建設工事請負業者選定委員会は，平成１７年度の５月ないし１２月
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に入札が実施された公共工事の指名競争入札９件について，それぞれ，入

札時４５００万円以上の工事を施工中又は平成１６年度に落札済の業者

（公募型指名競争入札を含む ）を除いて指名業者の選定をすることを申。

し合わせた（乙３１ 。）

(2) そこで，まず，市長が原告を指名しなかったのは，原告が，平成１０年

ころから談合反対の宣伝活動を行い，平成１６年ころから「被告が談合しな

い会社（原告）を指名しない」などとを活発に広報をしてきたこと及び原告

が被告に対し，原告が被告から請け負った工事について様々な意見や異議申

立て等を行ってきたことから，市長がし意的に原告を排除したものであるの

か否か（原告の主張２ア）につき検討する。

前記第３の２(1)の認定事実によれば，原告同様平成１３年度から平成１

７年度において，岐阜市に本社がありながら１件も指名を受けていない業者

は３３業者存在したこと，原告は平成１０年ころから頻繁に談合反対をキャ

ッチフレーズに頻繁に宣伝活動を行っていたこと，原告が被告から請け負っ

た工事について様々な意見や異議申立て等を行ってきたことは認められるも

のの，そのことをもってして直ちに市長が原告をし意的に排除したものであ

ったとは推認できず，その他，この点に関する原告の主張を認めるに足りる

証拠はない。

(3) 次に，被告の指名基準に照らして，本件指名回避に合理的理由があるか

否か（原告の主張２イ）につき検討する。

ア 平成１３年度及び平成１４年度について

被告は，当該年度において原告を指名しなかった理由について，公共工

事の特性から，新規登録業者については，公共工事の実績がない場合は，

， ， ，従来から 公共工事の下請け等の経験を経た段階で その状況を勘案して

業者指名の対象とすることを慣行としていたためであると主張し，これに

沿う内容の当該年度の被告総務部契約課長Ｑの陳述書（乙２８）及び平成



- 18 -

１５年度の被告行政管理部契約室長Ｒの陳述書（乙２９）がある。

しかし，これら陳述書記載の内容は，的確，客観的な裏付けを欠くもの

であって採用できず，当時，被告主張の慣行が存したとは認められない。

また，仮に，被告主張の慣行が当時存在したとしても，指名基準を定め

た場合には，法令上公表が義務づけられており，その法の趣旨は，指名競

争入札における指名権者によるし意を排除して公平性を担保することにあ

ると解されるから，指名回避をする際にも公表された基準により判断すべ

きであり，本件指名回避の違法性の有無を判断するにあたっても，当該慣

行を基準とすることは不相当というべきである。

そうとすると，当該各年度において，原告の指名を回避する合理的な理

由は見出せず，当該各年度における本件指名回避は業者の指名に係る被告

の裁量権を逸脱又は濫用したものといわざるを得ず，国家賠償法上，違法

との評価を免れないというべきである。

イ 平成１５年度について

(ア) 被告は，当該年度に原告の指名を回避したのは，選定要綱第７条①

及び運用基準第２条①にいう「不誠実な行為」が「継続」していたため

と主張する。

選定要綱及び運用基準にいう「不誠実な行為」とは，運用基準第２条

①に，工事請負契約書に基づく工事関係者に対する措置請求に請負者が

従わないこと等と例示した上，請負契約の履行が不誠実であることと規

定されていることに鑑みれば，請負業者が，請負工事を誠実に履行しな

いことや，違法又は社会秩序に反する契約，経営を行っていること等の

理由から請負業者としての基本的姿勢に問題があると考えられる場合を

いうものと解される。また 「継続している」とは，このような状態が，

継続していることをいうのであって，同一内容の不誠実な行為が複数の

工事において見られることをいうものではない。
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(イ) 被告は，当該年度において，原告は，①型枠材を合板からフラット

デッキに変更するよう申し出たが，被告監督職員は，水漏れ，雨漏り箇

所の特定が困難であることを指摘し，その使用に関しては一部承諾でき

ない箇所がある旨を伝え，上記不安を払拭するに足りる資料を提出する

ように求めたが，原告は資料を提出することなく，フラットデッキ使用

に関する協議書を被告及び市長に繰り返し提出するなど，不服申し立て

を行い，②地下ピットの防水モルタル塗について，設計図書どおりに施

工するよう依頼する被告をホームページで非難し，③安全祈願祭の費用

を被告に対して請求し，④フラットデッキ使用不承諾につき，中央紛争

審査会に被告に対する損害賠償を申し立て，⑤山留工事につき契約図書

どおりの軽量鋼矢板バイブロ工法又は被告が変更を示唆したＨ鋼横矢板

工法をとらず，簡易土留で施工するなど，請負契約（設計図書）の内容

どおりに請負契約の履行を求める被告に従わなかったり非難したりした

ことを理由に，上記「不誠実な行為が継続していた」ため，原告は当該

年度において指名不適格となり，指名をしなかった旨主張し，前記第３

の２(1)ウの認定事実によれば，被告主張の上記①ないし⑤の事実はい

ずれも認められる。

しかし，前記第３の２(1)ウの認定事実によれば，①のフラットデッ

キ使用に関するやりとりは，コミセン工事のスラブ型枠の施工にあたり

フラットデッキを使用することが同工事の契約約款第１条３項に基づき

専ら請負人の責任で定めることができる事項か，特記仕様書に基づき被

告監督職員との協議による承諾事項か否かという双方の見解の相違に起

因するものであること，原告が被告に対しこれについて重ねて協議を求

めたことによる請負契約の履行遅延はないことが認められ，①のフラッ

トデッキ使用に関するやりとりが請負契約の履行上不誠実な行為とはい

えない。
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また，④の原告が中央審査会に被告に対する損害賠償を申し立てたこ

とは，コミセン工事の請負人である原告に認められた正当な権利行使と

いうべきであって，請負契約の履行上不誠実な行為とはいえない。

②については，ホームページ上での被告の対応についての批判の内容

自体に，社会秩序や取引上要求される誠実性に反するような記載が含ま

れていないから，相当な意見表明の範囲内の行為であるというべきであ

り，請負契約の履行上不誠実な行為とはいえない。

また，③については，安全祈願祭の実施はコミセン工事の工事契約の

内容になっておらず，その費用負担者を確定することがないまま実施さ

れたため，原告なりに同祭の実施に至る経緯を踏まえ，発注者である被

告がその費用を負担するものと考え，その費用を請求するに至ったとい

うに過ぎないから，当該費用請求は請負契約の履行上不誠実な行為には

あたらない。

⑤については，原告は結局設計図書どおりに施工せず，被告の示唆す

る工法での施工を行わなかったのであるから，請負契約の履行上不誠実

な行為であるといわなければならない。しかし，被告が原告に工事のや

り直しを求めなかったことや原告が被告の指示に従わなかったのはこの

山留工事に限られることからすると，その不誠実な行為が継続していた

ともいい難い。

(ウ) したがって，平成１５年度のコミセン工事に関して，原告が不誠実

な行為を継続していたとは認められず，他の指名基準に照らしても，何

ら指名を回避すべき合理的な理由はなく，平成１５年度における本件指

名回避には，被告の業者指名に係る裁量権の逸脱，濫用があるというべ

きである。

ウ 平成１６年度及び平成１７年度について

前記第３の２(1)オの認定事実によれば，被告の建設工事請負業者選定
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委員会は，平成１６年度と平成１７年度に，被告発注の指名競争入札参加

条件として 「申込書提出期限時において，岐阜市発注の請負金額４５０，

（ 。）０万円以上の建築工事を受注し施工する者 共同企業体の構成員を含む

でないこと 」という条件を申し合わせ，入札の広告にあたり条件として。

明示したことが認められる。

この点，原告は 「当該年度において，被告発注の４５００万円以上の，

公共工事を現に受注している建設業者は実質的に原告のみであるから，当

該入札参加条件は，原告を指名排除するために設定されたものであり，指

名に係る被告の裁量権の逸脱がある 」旨主張する。しかし，平成１６年。

４月９日公告の２つの公募型指名競争入札において，当該条件を満たす業

者が原告のみであったことの一事をもって，原告を排除する意図の下に設

定された条件であると推認することはできない。かえって，当該２つの公

募型指名競争入札を落札した業者は，当該年度以降，工事の施工終了に至

るまで，同様に指名参加条件を欠くことになるから，当該条件の設定及び

当該条件に基づく原告の指名回避は，被告の裁量権を逸脱した違法なもの

ではないと認められる。

エ 平成１８年度について

前提となる事実(5)，(9)によれば，原告は，平成１６年度に入札が実施

された被告の公共工事を落札していないため，平成１６年度の評定点は６

５点とみなされたこと，平成１７年度に入札が実施されて原告が落札した

被告の公共工事は，Ｂ小工事１つであり，同工事の評定点は５４点であっ

たこと，そのため，原告は，平成１６年度及び平成１７年度の平均評定点

が５９．５点となって，指名競争入札参加資格要件を満たさなくなったこ

とが認められる。

そうとすると，平成１８年度の原告の指名回避は，被告の裁量権を逸脱

した違法なものではないと認められる。
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この点，原告は 「被告にＢ小工事の評定点が不当に低くつけられた 」， 。

旨主張する。

， ， ，しかし 前記第３の２(1)カの認定事実によれば 原告の現場代理人は

建設業法及び工事契約約款により，現場に常駐し，現場を監督することが

求められているにもかかわらず，Ｅは，着工日から４０日，実質的な着工

日である丁張り工事開始日からも１６日遅れて着任したこと，Ｅは，工事

完成間近になって，被告監督職員との間で完成期日に間に合うよう約束し

ながら，結局完成が６日遅れたことが認められ，Ｂ小工事の工事成績の評

定において 「配置技術者」の項目で，一般監督職員評価で２点の減点が，

なされ 「工程管理」の項目で，一般監督職員と総括監督職員の評価を併，

せて５．５点の減点がなされていることに何らの不合理もない。

また，前記第３の２(1)カないしコの認定事実からすると，被告一般監

督職員，被告総括監督職員及び被告検査員Ｐの各Ｂ小工事の評価は，いず

れも事実の裏付けのあるものであることが認められ 「配置技術者」及び，

「工程管理」の項目以外の項目についての評価も格別不合理であるとは認

められない。

そうとすれば，原告の同主張は採用できない。

原告は 「完成予定日には小学校の校舎本体は工事が完了しており，外，

構工事が一部未完成だったに過ぎないのであるから，工事の遅れは大きな

減点対象にはなり得ない 」と主張する。。

しかし，前記第３の２(1)カの認定事実によれば，被告監督職員は，施

工開始から終始，原告に対し，工程の遅れを指摘して遅れを取り戻すよう

指導をし，平成１８年２月１日にも再度完成日に間に合うようＥに対し指

導していたこと，Ｅも同日にこれを約束したことが認められ，Ｂ小工事の

完成期限は原被告間の重要事項であったと認められるから，原告の同主張

は採用できない。
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原告は 「原告が施工したＢ小学校の出来映えはごく普通である。比較，

的最近建てた校舎である四日市市の３小学校，佐久市の２中学校のほか，

Ｂ小学校の他の校舎や岐阜市立Ｄ小学校にも，原告が建設したＢ小学校の

ような施工がある 」と主張する。。

しかし，四日市市や佐久市の小学校校舎の出来映えと被告が発注したＢ

小学校の出来映えを比較すること自体，各自治体による評価の在り方や各

工事の評価が実際にどうであったかなどが明らかでない以上，さほどの意

味はない。また，原告が指摘するＢ小学校校舎の他の部分（甲９７）は，

昭和５７年度の施工部分であり 乙１０の１・２ 岐阜市立Ｄ小学校 甲（ ）， （

１１０）は，昭和４５年度の施工部分である（乙３３）から，比較するこ

と自体が相当とはいえない。

したがって，原告の同主張は採用できない。

３ 争点３（市長の故意又は過失の有無）について

前記２の認定事実からすると，市長は平成１３年度から平成１５年度までの

本件指名回避について過失があると認められる。

平成１３年度から平成１５年度までの本件指名回避は被告の公権力の行使に

当たる公務員がその職務を行うについて行ったものであるから，被告は，原告

に対し，国家賠償法１条１項に基づき，原告に生じた損害を賠償する責任を負

う。

４ 争点４（損害額）について

(1) 前提となる事実に証拠（甲３）及び弁論の全趣旨によれば，原告は，平

成１５年度に一般競争入札でコミセン工事を落札し，平成１７年度に公募型

指名競争入札であるＢ小工事を落札し，平成１９年度にＶコミュニティセン

ター外装改修工事の指名競争入札において市長から指名を受け，平成２０年

度に指名競争入札でＤ小学校耐震補強工事を落札していること，岐阜市が建

築工事として発注した工事のうち，一般競争入札工事，公募型指名競争入札
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工事，建築一式工事を請け負う総合建設会社が通常扱わない工事，岐阜市に

本社のない業者も対象にしている工事を除外した工事の落札金額（消費税を

含む ）の合計は，平成１３年度が１０億８０９５万４０００円で，平成１。

４年度が１０億８９０９万１５００円で，平成１５年度が１１億０９７６万

１８００円であること，被告の総発注件数は，平成１３年度が５７件，平成

１４年度が７１件，平成１５年度が６７件であること，平成１５年度に被告

の指名業者名簿に掲載されていた岐阜市内に本社のある建築工事業者は１０

９社（原告を含む ）で，そのうち３１社（原告を含む ）については市長。 。

から同年度の指名がなかったことが認められる。

そうとすると，原告は，平成１３年度ないし平成１５年度の間の指名競争

入札において，何件かについて落札，受注することができ，これにより利益

を上げることができたものと推認される。

(2) しかし，原告が，平成１３年度ないし平成１５年度の被告実施の指名競

争入札において，具体的にどの入札につき落札することができたか，また，

いくらで落札することができたか，その工事の利益率はどの程度であるかな

どについては，入札制度の仕組みからしてその立証が極めて困難なものとい

。 ， ，わざるを得ない 本件においては 原告に損害が生じたことは認められるが

損害の性質上その額を立証することが極めて困難であるということができ

る。

したがって，当裁判所は，民訴法２４８条の規定により，平成１３年度な

いし平成１５年度の被告実施の指名競争入札における落札状況等，本件証拠

調べの結果及び弁論の全趣旨に基づき，原告の損害額を１２０万円と認定す

ることとする。

(3) また，本件事案の性質，審理の経過，認容額に鑑みると，原告が被告に

， 。対して賠償を求め得る弁護士費用の額は １２万円と認めるのが相当である

４ 結論
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以上によれば，原告の請求は，１３２万円及びこれに対する平成１９年４月

１日から支払済みまで年５分の割合による金員の支払を求める限度で理由があ

るから，これを認容し，その余は棄却すべきである。

よって，主文のとおり判決する。

岐阜地方裁判所民事第２部

裁判長裁判官 内 田 計 一

裁判官 永 山 倫 代

裁判官 山 本 菜 有 子


